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１．地域強靱化計画の進捗評価

愛知県の強靱化を着実に推進するため、ＰＤＣＡサイクルを通じて、本計画の不断の点検・改善を行う。

１ 計画の推進体制

本計画の推進にあたっては、愛知県地域強靱化推進本部のもと、民間事業者、ＮＰＯ、国、市町村

等の関係者による取組、さらには近隣県を始め他自治体や南海トラフ地震対策中部圏戦略会議等との

連携・協力・調整により取組を進める。また、各分野の有識者や関係者による意見・助言を受ける場を設

けるとともに、個別分野ごとの推進・検討体制等や、関係者における推進・検討体制等と連携を図る必要

がある。

２ 計画の進捗管理

毎年度、重要業績指標などを用いて、各施策の進捗状況の把握等を行うこととし、「第３次あいち地震

対策アクションプラン」など、個別の計画におけるフォローアップと連動することにより、施策の進捗状況の把握

等を効果的に進める。

『強靱化施策の推進方針に係る工程表』及び『重要業績指標（KPI）の平成28年度の実績』は、別

添資料のとおりとりまとめた。
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－１ 大都市での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

【強靱化施策の推進方針】

（住宅・建築物等の耐震化）

（交通施設等における脆弱性の解消）

（電柱や大規模盛土造成地等の施設・構造物の脆弱性の解消等）

（火災に強いまちづくり等の推進）

（帰宅困難者対策の推進）

（エレベーター閉じ込め対策）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆住宅の耐震化率：
85%（H23） → 95%（H32）

古い耐震基準で建てられた耐震
性の劣る住宅について、耐震診断
及び耐震改修に対する補助を引き
続き実施することにより、住宅の
耐震化の促進に取り組んでいる。
（耐震化率の調査は概ね5年ごと
に実施しており、次回調査は平成
30年の予定。）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

5

≪住宅の耐震化の促進≫

地震により古い
耐震基準で建てら
れた耐震性の劣る
住宅が倒壊し、死
傷者が発生するこ
とを防ぐため、耐
震診断及び耐震改
修に対する補助を
実施している。
Ｈ２８年度は、

耐震診断5,588戸、
耐震改修828戸に
対して補助を実施
した。
［愛知県］ 【住宅の耐震化のイメージ】
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中部ブロック無電柱化協議会の関係者で合意し、無電柱化に取り組ん
でいる。
［中部電力（株）］

≪無電柱化の促進≫

整備前 整備後

【無電柱化取組事例】
愛知県名古屋市木挽町通（整備期間：平成２７年度～ 平成２９年度）



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－２ 不特定多数が集まる施設の倒壊・火災

【事前に備えるべき目標】
（１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

【強靱化施策の推進方針】

（不特定多数の者が利用する建築物等の耐震化の促進）

（公共施設等の耐震化の推進・促進）

（災害対応能力の向上）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆県立学校の建物(ＢランクIS値0.3以上0.7未
満)の耐震化（531棟）：100％（H28）

100%

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

7

≪私立学校施設の耐震化の支援≫

① 耐震に伴う改築及び耐震補強工事

② 昭和５６年６月１日以前に建築された建物で、ＩＳ値が0.7に満たない場合

私立学校施設設備整備費補助金を支給

※補助率は、最大２分の１

《平成２８年度実績》
・私立高等学校 ４校（5,745万円）実施
・私立幼稚園 ５園（1億3,432万円）実施
［愛知県］
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（対策前） （対策後）

≪体育館吊り天井の耐震対策≫

吊り天井を有する県立学校体育館の耐震対策として、吊り天井の撤去、照明器
具及びバスケットゴールの補強並びにガラス飛散防止フィルムの貼付けを実施
し、平成28年度をもって対策を完了
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

【強靱化施策の推進方針】

（津波防災地域づくり）

（河川・海岸堤防の耐震化等の推進）

（避難場所・避難路の確保・整備等）

（河川・海岸の水閘門・排水機場等の耐震化の推進）

（河川・海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化の推進）

（海岸防災林の機能の維持・向上）

（海岸レジャー施設等の安全確保）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆河川堤防の耐震化：57.2km（H35） 2.6km

◆海岸堤防（水産庁所管）の耐震化：
3.4km（H35）

0.06km

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

9

地震により河川・海岸堤防直下の地盤
が液状化することによって、堤防が沈下
し、直後に浸水する区間や、津波により
浸水する区間で人的被害をなくすため、
堤防の耐震化・補強・補修、及び水門等
の耐震化対策を進めている。
平成２８年度は、河川堤防では猿渡川

等の耐震対策を実施し、海岸堤防では一
色漁港海岸等の耐震対策を実施した。
［愛知県］

≪河川堤防の耐震化の促進≫

【猿渡川の耐震工事状況（矢板打設）】 【猿渡川の耐震工事状況（完了）】

【一色漁港海岸の耐震工事状況】

≪海岸堤防の耐震化の促進≫
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≪高潮防波堤の整備≫ ≪防潮壁等の防災施設の整備≫

名古屋港では、高潮防波堤の整備を推進（平成28年度完了）するとともに、防
潮壁等の防災施設の整備を推進
［名古屋港管理組合］

【高潮防波堤の改良】 【防潮壁の地震・津波対策（鴨浦地区）】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－４ 大規模地震や異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水での多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

【強靱化施策の推進方針】

（ハード対策・ソフト対策を組み合わせた浸水対策の推進）

（ゼロメートル地帯等の河川・海岸堤防等の耐震化等の推進）

（河川・海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化の推進）

（地下空間における浸水対策等の強化）

（河川の改修）

（高潮対策施設の整備）

（浸水想定区域の指定・見直し）

（ダム建設事業の推進）

（ゼロメートル地帯対策）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆浸水・津波避難訓練の実施：1回／年（H35）
・市町村との共催による津波・地
震防災訓練の実施 1回／年

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－５ 大規模な土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり国土の

脆弱性が高まる事態

【事前に備えるべき目標】
（１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

【強靱化施策の推進方針】

（土砂災害対策の推進）

（ため池の耐震化等の推進）

（森林・農地等の保全機能の低下への対応）

（亜炭坑跡地対策の促進）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆治山施設の整備：108 箇所（H27～35） 12箇所

◆土砂災害防止法に基づく基礎調査：
9,400箇所（H31）

1,335箇所

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

12

【治山施設の整備】

【主な取組】

山地の崩壊等により、人家や公共施設等に
災害が発生する恐れのある箇所に治山施設の
整備を進めた。
［愛知県］

≪土砂災害対策の推進≫
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土砂災害は、住民の生命又は身体に著しい危害が生じる恐
れのある災害であることから、平成３１年度までに全ての土
砂災害危険箇所の基礎調査を完了できるよう全力で取り組ん
でいる。
平成２８年度は、当初の見通しを上回る１，３３５箇所の

基礎調査を行った。
［愛知県］

【オープンハウス方式による
区域指定等の説明会の様子】

≪土砂災害警戒区域等の指定の促進≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－６ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

【強靱化施策の推進方針】

（効果的な教育・啓発の実施）

（情報伝達手段の多様化の推進）

（情報収集手段の多様化の推進等）

（情報の効果的な利活用等に向けた人員・体制の整備）

（情報伝達手段・体制の確保）

（交通渋滞による避難の遅れの回避）

（避難勧告等の発令）

（状況情報を基にした主体的避難の促進）

（避難の円滑化・迅速化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆家具の固定率：56%（H25） → 65%（H35） 56.0%（H29.8）

◆防災情報システム研修への市町村の参加率：
85%（H26） → 95％（H30）

防災情報システム等災害時に使用
するシステムの操作研修を実施
1回（49市町村参加）91%

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

14

【防災教育センターでの家具
固定体験講習】

【防災教育センターでの避難所運営ゲー
ム（HUG）体験講習】

≪効果的な教育・啓発の実施≫

家具固定は強
度の低い壁にた
だ取り付けるだ
けでは意味がな
い。
下地探知セン
サーを使用し、
強度の高い壁の
下地の柱にしっ
かりとL字金具を
取り付け固定す
る。
［愛知県］

災害時には、一般の方が避難所を運
営していく必要がある。
避難所で起こる様々な出来事を疑似体
験し、避難所の運営について考える
ゲームを体験できる。
［愛知県］
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≪私立学校における防災教育の取組支援≫

① 災害及び防災について学習を行っている私立学校

② 救急救命法や命の大切さについて学習を行っている私立学校

③ 災害発生時の避難経路や避難行動の学習を行っている私立学校

私立学校経常費補助金を増額

※①②③のいずれかを実施

≪やさしい日本語や多言語による情報発信のための体制整備≫

市町村等を対象とした災害時外国人支援活動講座で、やさしい日本語や（公財）愛知県国際
交流協会が開発した「多言語情報翻訳システム」について説明し、普及啓発に取り組んだ。
［愛知県］

《平成２８年度実績》
・私立高等学校 ５５校中２７校で実施
・私立中学校（中等教育学校含む） ２２校中１１校で実施
［愛知県］
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【平成28年６月29日 総務省東海総合通信局報道資料】

災害時に避難場所で観光客や帰宅困難者を含めた住民が広く情報収集を行えるように、都市
公園等への無料公衆LAN環境の整備事業に対し、補助金を交付
［東海総合通信局］

≪無料公衆LAN環境の整備≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
2－1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

【事前に備えるべき目標】
（２）大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の

必要な対応を含む）

【強靱化施策の推進方針】

（輸送ルートの確保対策の実施）

（迅速な輸送経路啓開に向けた体制整備）

（水道施設の老朽化対策等の推進）

（応急用食料等の調達）

（食料・燃料等の備蓄）

（燃料等の仮貯蔵）

（物資調達・供給体制、受援体制の構築等）

（ゼロメートル地帯対策）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆緊急輸送道路等の整備延長：107.9km（H35） 4.0km

◆物流事業者団体との災害時支援協定の充実
（愛知県トラック協会）：
実効性の維持・向上（H29）

協定の改定

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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≪物資調達・供給体制、受援体制の構築等≫

被災時における救助・救急活動や物資輸送
を支え、その後の社会機能を維持するため、
緊急輸送道路を整備しており、平成28年度
は国道155号（東海市）や主要地方道名古
屋岡崎線（豊明市）など4.0kmを開通した。
［愛知県］

【国道１５５号】
（東海市）

≪緊急輸送道路整備の促進≫

【主要地方道 名古屋岡崎線】
（豊明市）

全国から一次物資拠点（広域物資輸送拠
点）等に送られてくる支援物資の輸送、保
管及び荷捌き等を物流事業者の協力を得て
円滑に行うため、県と物流事業者団体によ
る物流専門家の派遣を含む、災害時の輸送
協定・保管協定の締結（改定）を促進。
昨年10月、愛知県と一般社団法人愛知県

トラック協会にて「災害時等における物資
等の緊急輸送等に関する協定」が見直され
たことにより、中部管内５県と各物流事業
者団体との災害時支援協定の締結（改定）
は完了した。［中部運輸局］

【災害時支援協定の締結・充実】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
２－３ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

【事前に備えるべき目標】
（２）大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の

必要な対応を含む）

【強靱化施策の推進方針】

（災害対応の体制・資機材強化）

（災害対応業務の実効性の向上）

（地域の活動拠点施設の耐災害性の強化）

（消防団員の確保）

（自治体等の活動の支援）

（道路ネットワークの整備、道路の災害対策の推進）

（離島における救助・救急活動）

（ゼロメートル地帯対策）

（いのちと暮らしを支える交通環境の形成）

（避難行動要支援者の救助・救急活動）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆自主防災組織による活動カバー率：
95%（H25） → 100%（H35）

95.1%（H28.4.1現在）

◆県内消防本部職員の外傷・災害対応講習の受
講：100 人／年（H35）

98人

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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避難ビル・タワー、
命山など

まとまった人数を
大型ヘリコプターで内陸
（津波浸水区域外）へ搬送

避難所、病院など

防災活動拠点のイメージ

ゼロメートル地帯における広域的な防災活動拠点の整備

救助活動の最前線拠点

浸水区域内の孤立者を
ヘリコプターやボートで

救出・救助し
防災活動拠点に集約

〇南海トラフ地震の津波等による
広範囲の浸水が予想されるゼロ
メートル地帯（木曽三川下流域、
西三河南部、東三河南部地域）
において、広域的な防災活動拠
点を確保する。

〇１か所目の拠点として、
木曽三川下流域の旧永和荘跡地
（愛西市）を選定。
平成28年度に整備計画を作成。

［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
2－6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

【事前に備えるべき目標】
（２）大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の

必要な対応を含む）

【強靱化施策の推進方針】

（災害時における医療機能の確保・支援体制強化）

（災害拠点病院の耐震化の促進）

（災害拠点病院の防災・減災機能の強化）

（災害時の医療提供のためのインフラ・物流の確保）

（救急搬送の遅延の解消）

（医師の確保）

（要配慮者の緊急一時的な社会福祉施設への受入体制の整備）

（要配慮者に対する福祉支援ネットワークの構築）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆広域搬送拠点臨時医療施設の設置・運営訓練
の実施：１回/年(H26～H35)

平成28年度大規模地震時医療活動
訓練実施（H28.8.6）

◆災害拠点病院、病院群輪番制参加病院の耐震
化率：69.0%(H26) → 85%(H35)

耐震化整備への補助(名古屋掖済
会病院始め3病院)
73.5％（H28.9時点）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【災害拠点病院の耐震化】
（名古屋掖済会病院）

【平成２８年度大規模地震時医療活動訓練】
（政府主催）

県外へ重症患者を搬送させるための
拠点である県営名古屋空港において、
DMATにより安定化処置が行われ
た重症患者を自衛隊大型航空機に搭
乗させ、広域搬送訓練を実施。
［愛知県］

大規模地震の際、災害時医療の中核
としての機能を提供できるように国
庫補助金等を活用して災害拠点病院
等の耐震化を促進
［愛知県］

≪災害時における医療機能の確保・支援体制強化≫ ≪災害拠点病院の耐震化の促進≫



三井住友海上火災保険株式会社の協力の
もと、業務継続計画（BCP）策定のノウハウ
等について市町村職員向けに3日間にわたり
研修を実施した。
［愛知県］

【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
３－４ 名古屋市三の丸地区等の地方行政機関、県、市町村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

【事前に備えるべき目標】
（３）大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

【強靱化施策の推進方針】

（地方行政機関等の機能維持）

（自治体の業務継続計画の作成及び見直し）

（防災拠点等の耐震化等の推進）

（業務バックアップ拠点となり得る施設の耐震化等）

（防災拠点等の電力確保）

（道路の防災対策等）

（公共施設等の非構造部材の耐震化等の推進）

（タイムラインの策定）

（応急活動等の継続のための事前対策）

（災害応急対策の実施体制の確立）

（国・県・市町村間の連携強化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆業務継続計画の策定：県及び18市町村
（H26） → 県及び県内すべての市町村(H35)

県及び29市町村（H28.7.1現在）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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地方機関の非常用発電機等の72時間化を
進め、大規模災害発生時の初動対応に必要
な電力を確保する。
［愛知県］

【市町村BCP策定研修の実施】 【非常用発電機の７２時間化】

≪防災拠点等の電力確保≫≪地方行政機関等の機能維持≫
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議事堂の外壁は昭和50年の竣工以来42年が経過し、タイルの落下の恐れがあること
から、事故防止のため補修を行う。
［愛知県］

【愛知県議事堂外壁等改修工事（平成２９年度）】

≪県有施設の非構造部材等の耐震対策の推進≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
４－１ 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

【事前に備えるべき目標】
（４）大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

【強靱化施策の推進方針】

（情報通信機能の耐災害性の強化・高度化等）

（情報通信システムの電源途絶等に対する対応検討）

（情報通信に係る電力等の長期供給停止対策の推進）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆愛知県管理道路の無電柱化延長：
11.8km（H35）

1.52km

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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大規模地震等の災害時に、電柱倒壊による避難、
救援救助活動の閉塞を回避するため、道路における
無電柱化を進めている。平成２８年度は、都市計画
道路 明代橋線や 一般県道 花蔵寺花ノ木線などの
延長約１．５ｋｍで工事を実施した。
［愛知県］

≪無電柱化整備の促進≫

【一般県道 花蔵寺花ノ木線（西尾市）】【都市計画道路 明代橋線（岡崎市）】
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【写真３：携帯電話機へ充電中】 【写真４：通信機器の展示】

８月28日（日曜日）に開催された愛知県・岡崎市総合防災訓練において、総務省東
海総合通信局が所有する災害対策用移動電源車と災害時に貸出しを行う移動通信機器
の展示を実施
［東海総合通信局］

【写真２：来場者への説明模様】【写真１：訓練会場に設置された電源車】

≪情報通信システムの電源途絶等に対する対応検討≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

【事前に備えるべき目標】
（４）大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

【強靱化施策の推進方針】

（放送設備等の防災対策）

（情報伝達手段・体制の確保）

（多様な情報提供手段の確保）

（民間通信事業者の情報通信機能の強化・高度化等）

（災害対応業務の標準化）

（情報通信インフラの整備）

（道路被害情報共有の強化）

（臨海部への災害情報提供）

（水防テレメータシステムの更新）

重要業績指標（KPI） H28実績

該当なし

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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３種類の免震装置（高減衰ゴム
系積層ゴム弾性すべり支承、オ
イルダンパー）を配置し予想さ
れる３連動地震に対応
［（株）中日新聞社］

巻取紙を最大３段まで段積みして
約６００本（約１週間分）の収納
が可能に
［（株）中日新聞社］

【工場に隣接する用紙倉庫（非免震）】

【工場棟に設置された免震システム】

≪情報伝達手段・体制の確保≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

【事前に備えるべき目標】
（５）大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】

（個別企業ＢＣＰ策定等の促進）

（地域連携ＢＣＰ策定の促進）

（物流事業者ＢＣＰ策定の促進）

（港湾ＢＣＰの推進）

（道路ネットワークの整備、道路・港湾・空港施設の災害対策の推進）

（水の安定供給）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆中小企業のＢＣＰ策定率：
5.3%（H25） → 12%（H35）

60.4%（大企業、 H27.4.1現在）
29.9%（中堅企業、H27.4.1現在）
11.2%（中小企業、H29.9.27現在）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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１.中小企業のBCP策定率について
県では、平成２０年から約２年

おきに県内中小企業を対象として、
ＢＣＰの策定状況について調査を
行っている。それによると、２５年
調査では策定済５．３％・策定中７．
６％であるのに対し、２７年調査で
は策定済７．１％・策定中６．1％
とそれぞれの割合は着実に増加して
いる。
２.県政お届け講座・出前講座等で
の講師派遣
あいちＢＣＰモデルの普及を図

り、中小企業のＢＣＰ策定を促進す
るため、業界団体等の会合において
県職員が講師としてＢＣＰの必要性
や「あいちＢＣＰモデル」の概要を
説明している。
3. あいちBCP講習会の開催
中小企業経営者向けにＢＣＰ策定

企業の事例等を紹介する講習会を開
催しており、平成２８年度は名古屋
大学の減災館において、同大学と共
催で企業事例の紹介に加えて、ＢＣ
Ｐ策定の課題等に係るグループ討論
を行った。
［愛知県］

開催回数 参加人数(団体)

１０ 429人（347団体）

平成２８年度ＢＣＰ出前講座・県政お届け講座実施実績

県内中小企業のBCP策定状況（平成２７年調査）

平成２８年度あいちＢＣＰ講習会

開催日 平成２８年１０月１１日（火）

開催場所 名古屋大学減災館

参加人数
（団体）

６８人
（６２団体）

内容

講演①「見たくないものも目をそらさずに備えを進め事業継続を図る」
名古屋大学減災連携研究センター長福和伸夫教授

講演②「当社のＢＣＰ策定に向けての取り組み」
株式会社デンソー 総務部総務室 担当課長 袋井和則氏

講演③ 「わが社の災害への備え（どう考え、どこまで準備するか）」
株式会社エージック 常務取締役 総務部長 森俊治氏

ワークショップ
名古屋大学減災連携研究センター寄附研究部門教員

≪個別企業ＢＣＰ策定等の促進≫
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【下野工業団地協同区組合 BCPセミナーの様子】【明海工業団地（豊橋市）でのワークショップの様子】

【燃料タンク車の適合性確認訓練】 【ドラム缶への燃料供給訓練（ドラム缶への燃料充填）】

中部経済産業局では、東日本大震災時に製油所やローリーの被災、道路の寸断等により燃料供
給に支障が生じたことを鑑み、平成２６年度から陸上自衛隊第１０師団との連携に取り組んでい
る。平成２８年度は「南海レスキュー２８」において、コスモ石油株式会社の参加協力のもと、
第１０後方支援連隊及び第１０飛行隊がコスモ石油株式会社四日市製油所へ入構し、燃料を受領
する燃料補給訓練を企画・実施した。

伊勢湾岸地域に立地する市町村、商工会議所、
工業集積地の代表企業などを訪問（計４２
社）、地域連携ＢＣＰについて説明を実施。
要望のあった２地域において、地域連携BCP
の研修を含むセミナーを開催した。
セミナーでは、各地域の状況にあわせ、ＢＣ
Ｐ策定ノウハウや、ＢＣＰ策定に取り組む地
域企業の取り組みについても併せて講演を行
い、様々な視点から連携の必要性を訴求した。
［中部経済産業局］

地域連携BCPを積極的に推進している、明海
工業団地（豊橋市）、臨海地域企業集積地区
（碧南市）、可児工業団地（可児市）におい
て、「国土強靱化ワークショップ」（シナリ
オ非提示型シミュレーション訓練及びディス
カッションを実施。発災時の初動フェーズ、
事業復旧フェーズ等について、企業間、企業
集積地区とインフラ・ライフライン事業者及
び行政との連携の在り方や課題等を議論し、
今後の連携体制や連携のポイントを抽出した。
［中部経済産業局］

≪地域連携BCPの他地域への横展開≫ ≪国土強靱化ワークショップの開催（３地区）≫

≪陸上自衛隊との連携による燃料補給訓練の実施≫

自衛隊燃料タンク車２台が製油所構内に入
構したのち、給油設備の適合性確認を行い、
それぞれの燃料タンク車に軽油と航空機専
用燃料を受領した。
［中部経済産業局］

自衛隊の所持するドラム缶に対して、製油
所職員が給油所内設備を用いてドラム缶に
軽油を給油したのち、自衛隊車両に荷積み
を行った。
［中部経済産業局］
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ふ頭用地造成

岸壁整備

【防災講習会】

全会員企業を対象として、ＢＣＰ／ＢＣＭ
の普及啓発や防災意識の向上に資する防災
講演会を開催。また、幅広い企業のＢＣＰ
策定支援の一助として、あいち防災協働社
会推進協議会が主催する防災減災カレッジ
（防災人材育成研修）の企画・運営に協力。
［（一社）中部経済連合会］

【提言書】

事業用建築物の耐震化や津波被害の軽
減に係る設備投資など、企業の自主的
な防災・減災投資を促進するための優
遇税制の創設に向けた活動を展開。
平成28年度は、公益社団法人関西経
済連合会と共同提言を実施。
［（一社）中部経済連合会］

≪耐震強化岸壁の整備≫ ≪名古屋港ＢＣＰ協議会≫

【金城ふ頭の耐震強化岸壁（新規）】 【名古屋港ＢＣＰ協議会】

名古屋港では、耐震強化岸壁の整備を推進するとともに、名古屋港ＢＣＰで掲げる港
湾機能の回復目標の達成に向け、協議会構成員と協働し、実効性の向上に取り組んだ。
［名古屋港管理組合］

≪個別企業ＢＣＰ策定等の促進≫

≪「国土強靱化への企業の寄与を促進する
税制の創設」に向けた要請≫
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≪名商安否確認アプリケーションの開発・サービス化≫ ［名古屋商工会議所］
名商会員企業向けサービス（企業防災やBCPに向けての支援ツール）

【利用プラン】
利用者1～50名まで 17,400円（年間利用料・税別）※51名以上のプランも有。

【実績】
・平成28年2月サービス利用開始
・利用会員数23社（平成29年3月末時点）

≪企業防災の啓発・防災人材の育成支援≫ ［名古屋商工会議所］

■防災・減災カレッジ※事業主催：あいち防災協働社会推進協議会、共催:名商
ＢＣＰ策定企業向け（前期：全3回／平成28年6月、 8月、9月開催）
ＢＣＰ策定企業向け（後期：全3回／平成28年9月、11月開催）
・参加者数：前期35名、後期11名

■あいちＢＣＰ講習会（平成28年10月開催）※愛知県・名古屋大学とともに実施
・内容：事業継続策定や事例紹介、ワークショップ
・参加者数：中小企業38社41名

■体験型防災視察会
名古屋港視察会（平成28年5月開催）
名古屋大学減災館視察会（平成28年11月開催）
・参加者：延べ134社

■「あいちの治水対策」インフラセミナー・視察会（平成29年2月開催）
・対象：名商 建設業、自動車、交通運輸、港湾、不動産、建設設備業の部会員
・内容：セミナー、現地視察（天白川、日光川）
・参加者数：23名

【天白川（耐震工事）】 【日光川（水閘門）】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－３ コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

【事前に備えるべき目標】
（５）大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】

（石油コンビナート等防災計画の見直し及び防災体制の強化）

（コンビナートに係る設備の耐震化等の推進）

（有害物質等の流出防止対策）

（地域連携ＢＣＰ策定の促進）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆石油コンビナートに係る設備の耐震化：
89.34％（H25） → 100％（H28）

耐震化：100％（Ｈ28）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【陸上訓練】

【海上訓練】

火災が発生したタンクへの放水訓練
［愛知県］

海上に漏えいした油を拡散する
ための放水訓練
［愛知県］

≪石油コンビナート等防災訓練の実施≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－４ 陸・海・空の基幹的交通ネットワークの機能停止

【事前に備えるべき目標】
（５）大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】

（交通施設の防災対策の推進）

（産業競争力を兼ね備えた港湾物流インフラ網の構築）

（海上輸送拠点の耐震化等の促進）

（海上輸送機能に係る災害対応力の強化）

（災害時の空港機能確保）

（幹線交通分断に伴うリスクの想定及び対策の推進）

（輸送モードの連携・代替性の確保）

（貨物等の流出防止対策の推進）

（名古屋港におけるポートアイランドの土砂流出対策）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆県営名古屋空港の耐震補強工事の実施：
３箇所（H33）

1箇所工事完了

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【大山川暗渠の耐震対策工事（県営名古屋空港）】

大山川

空港機能維持に不可欠な施設のうち耐震
対策が必要と判断された大山川暗渠につ
いて、せん断補強鉄筋を挿入することに
よる耐震対策を実施。
［愛知県］

≪空港施設の耐震化の促進≫

リニア中央新幹線について名古屋駅部の
建設工事に着手
［東海旅客鉄道（株）］

≪リニア中央新幹線の整備の推進≫
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■東海環状
東員ＩＣ～新四日市ＪＣＴ間（約5.8㎞）
開通（H29.8.11）

［中日本高速道路（株）］

■名二環
名古屋西ＪＣＴ～飛島ＪＣＴの整備促進

※写真は2017年9月の飛島JCTの様子
［中日本高速道路（株）］

≪道路ネットワークの整備≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－６ 食料等の安定供給の停滞

【事前に備えるべき目標】
（５）大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】

（食品産業事業者等の災害対策の強化）

（農林水産業に係る生産基盤等の災害対応力の強化）

（サプライチェーン輸送モードの強化）

（産業競争力を兼ね備えた港湾物流インフラ網の構築）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆農業用排水機場の耐震化：
19箇所（H26） → 79 箇所（H35）

5箇所

◆大規模農業水利施設の耐震化、基幹的農業水
利施設の耐震化：3地区（国・機構営）（H26）
→ 4地区（国・機構営）（H35）、48.9km（県
営）（H35）

4地区（国・機構営）
1.4km（県営）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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対策前

対策後

【排水機場の建屋の耐震化】

国営土地改良事業により、排水機場等の
農業用用排水施設の耐震化、老朽化対策
等を実施。
［東海農政局］

ポンプ格納庫

災害応急用ポンプ

【災害応急用ポンプの準備状況】

災害に備え、東海農政局所有機械
（ポンプ）の貸出し体制を確保。
［東海農政局］

≪農業用用排水施設の耐震化の促進≫ ≪東海農政局所有機械の貸出し体制≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能停止

【事前に備えるべき目標】
（６）大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交

通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

【強靱化施策の推進方針】

（電力・ガス等の供給ネットワーク等の災害対応力強化）

（製油所の非常時出荷能力等の確保）

（石油関連施設の防災対策の強化）

（石油燃料の確保）

（自立・分散型エネルギーの導入の促進）

（施設の耐災害性強化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆住宅用太陽光発電の普及基数（累計）：12.4
万基（普及率約4.3％）(H26) → 40万基（普
及率約14％）(H32) 

16.7万基（普及率5.8%）

◆下水汚泥の消化によるバイオガス発電を実施
する施設数：0施設(H26）→  １施設(H28) 

1 施設

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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災

太陽光発電

蓄電池高効率照明

地震や台風等の大規模な災害に備えるため、
市町村の避難所や防災拠点に再生可能エネル
ギー等の地域資源を活用し、「災害に強く、
低炭素な地域づくり」を推進
【実績：34市町51施設（H26～H28）】
〈導入設備〉
・太陽光発電
・蓄電池
・高効率照明 等 ［愛知県］

≪自立・分散型エネルギーの導入の促進≫

豊川浄化センターにおいて、平成29年2月
より、下水汚泥の消化によるバイオガスを利
用し、年間 277万kwh（一般家庭770世帯
分の消費電力量に相当）の発電を実施
［愛知県］

≪下水汚泥の消化によるバイオガス発電を実施≫

バイオガス発電のフロー

バイオガス発電起電式
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【新たな防災拠点ビル】

○新たな防災拠点ビルを建設(H29/2
月竣工)。災害時の対応を迅速かつ適
切に実施し、市町村や道路管理者と
の連携を確実に進めるための基盤を
整備。

○ガス管の経年対策として、耐震性に
優れ、腐食にも強いポリエチレン管
への入替を実施。

［東邦ガス（株）］

≪ガス供給の災害対応力強化≫

【変電所建屋の防水扉設置工事】

【変電機器の高上げ工事】
【変電所建屋の高上げおよび防水対策工事】

≪電力供給の災害対応力強化≫

変電所建屋の防水対策工事、変電機器
の高上げ、高耐震機器への取替工事を
実施
［中部電力（株）］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－２ 上水道等の長期間にわたる機能停止

【事前に備えるべき目標】
（６）大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交

通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

【強靱化施策の推進方針】

（水道施設等の耐震化等の促進）

（上水道等復旧の体制等の強化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆県営水道施設の整備の推進
広域調整池の整備：６池（H35）
連絡管の整備：２路線（H35）
基幹となる管路の複線化：１路線（H35）

県営水道施設の整備
調整池 1池完了（5池実施中）
連絡管（2路線実施中）
複線化（1路線実施中）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【西尾広域調整池１池】

突発的事故（水質事

故・漏水）時や地震災

害時の異常事態でも、

市町村などの水道の配

水池容量と合わせ１人

当たり１８０リットル

の水道水を確保するた

めの緊急貯水槽の役割

を担う施設の整備

［愛知県］

≪広域調整池の整備≫
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

【事前に備えるべき目標】
（６）大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交

通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

【強靱化施策の推進方針】

（下水道施設の耐震化・下水道ＢＣＰの策定）

（農業集落排水施設・漁業集落排水施設の耐震化等の推進）

（浄化槽の整備）

（汚水処理施設等の防災対策の強化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆水処理機能及び汚泥処理機能の確保のための
処理場施設の耐震化：53施設（H35）

6 施設

◆重要管きょの流下機能確保のための管きょ施
設の耐震化：0.9km（H35）

0.3 km

◆非常用自家発電設備の整備：10施設（H35） 2 施設

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

処理場に常駐する作業員の安全、水処理
及び汚泥処理の処理機能を確保するため、
処理場施設の耐震化６施設、重要な道路に
埋設された下水道管きょの流下機能を確保
するため、管きょ施設の耐震化０．３ｋｍ、
非常用自家発電設備の整備２施設を実施
［愛知県］

【非常用自家発電設備】

≪流域下水道施設の耐震化の促進≫

【管きょ施設の耐震化】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－４ 地域交通ネットワークが分断する事態

【事前に備えるべき目標】
（６）大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交

通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

【強靱化施策の推進方針】

（陸・海・空の輸送ルート確保の強化）

（交通ネットワークの迅速な再開に向けた体制の整備）

（道路における冠水対策）

（災害時における放置車両対策）

（道路啓開の連携強化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆緊急輸送道路等の橋梁の耐震化：
40橋（H35）

2橋

◆臨港道路橋梁の耐震化：3橋（H35） 1橋

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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津波浸水区域の緊急輸送道路等における重要な橋梁について、第３次あいち地震対策ア
クションプランに基づき、橋梁本体の耐震補強を推進しており、平成２８年度は３橋の対
策が完了した。 （平成27年度対策済み４橋と合わせ７橋が対策済み）
［愛知県］

【一般県道西尾新川港線・常盤橋の耐震化】

橋梁の耐震化の促進

≪橋梁の耐震化≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
7－４ 排水機場等の防災施設、ため池、ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発生

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】

（ため池の防災対策の推進）

（排水機場等の防災対策の推進）

（ハード・ソフト対策等を総合した対応策の推進）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆農業用ため池のハザードマップの作成：
598箇所(H26) → 681 箇所（H35）

61箇所

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

39

下流に住宅や公共施設等があり、施設が決壊した場合に影
響を与えるおそれのある農業用ため池（防災重点ため池）に
ついて、ハザードマップを作成し、市町へ提供した。
また、市町村主催の防災訓練で、浸水想定区域を避けた避

難訓練にハザードマップが活用された。
［愛知県］

≪ため池の防災対策の推進≫

【避難訓練】

【ハザードマップ】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
7－５ 有害物質の大規模拡散・流出

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】

（有害物質の漏えい等の防止対策の推進）

（石綿飛散防止対策）

（ＰＣＢ廃棄物の適正処理による流出リスクの軽減）

（環境測定機能の強化）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆解体工事現場立入検査：
200件/年（H25）→ 200件/年（H35）

約390件

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【解体工事現場における立入検査指導の様子】

≪石綿飛散防止対策≫

【化学物質取扱量データベース】
（事業活動情報が含まれるため、イメージ図）

≪有害物質の漏えい等の防止対策の推進≫

事業所の

名称
所在地

株式会社〇〇 瀬戸工場 瀬戸市台六町〇〇 キシレン 5000

株式会社〇〇 瀬戸工場 瀬戸市台六町〇〇 クレゾール 3200

株式会社〇〇 瀬戸工場 瀬戸市台六町〇〇 ジクロロベンゼン 25000

株式会社△△ 清州工場 清須市清洲△△ 鉛化合物 300

〇△株式会社 犬山工場 犬山市字北平塚〇－△ トルエン 6700

△▽株式会社 開明工場 一宮市開明字廻池郭△▽ エチルベンゼン 17000

△▽株式会社 開明工場 一宮市開明字廻池郭△▽ トルエン 2800

・
・
・

事業所

第一種指定化学

物質の名称(対応

化学物質分類名)

取扱量

(kg)
届出者

災害発生時の倒壊建築物等からの
適切な石綿除去作業が実施される
よう、立入検査等の機会を捉え、
解体業者に対し国の作成した「建
築物の解体等に係る石綿飛散防止
対策マニュアル」に従った対策の
徹底について指導を実施
［愛知県］

平成2７年度の届出（平成2６年度実績）をも
とに、事業者名、事業所所在地、物質名、取
扱量のデータベースを作成した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
8－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【事前に備えるべき目標】
（8）大規模自然災害発生後であっても、人口や企業の流出を回避し、地域社会・経済が迅速に再建・回復

できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】

（災害廃棄物処理計画の策定等）

（ごみ焼却施設の災害対応力の強化等）

（災害廃棄物に含まれる有害物質の適正処理）

（漂着ごみの処理）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆本県被害予測調査等に基づく市町村災害廃棄
物処理計画の策定率： 100%(H35) 

18.5%（10 市町、H28.4.1現在）

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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【研修会における有識者による講演】 【研修会におけるグループワーク】

災害発生後に早期の復旧・復興を果たせるよう、災害廃棄物の迅速かつ適正な処理に向けた
「愛知県災害廃棄物処理計画」を平成28年10月に策定した。
また、市町村における災害廃棄物処理計画の策定や人材育成を図るため、市町村と一部事

務組合の職員を対象に、有識者や災害業務経験者の講演、ワークショップ等による市町村等
災害廃棄物処理計画研修会を3回開催した。
［愛知県］

≪災害廃棄物処理体制の構築≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
8－２ 復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、労働者、地域に精通した技術者

等）や物資等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【事前に備えるべき目標】
（8）大規模自然災害発生後であっても、人口や企業の流出を回避し、地域社会・経済が迅速に再建・回復

できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】

（復旧・復興を担う人材等の育成等）

（地方行政機関等の機能低下の回避）

（事前復旧・復興計画等の策定）

（災害ボランティアの円滑な受入）

（円滑な遺体の処置に向けた体制等の確保）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆応急仮設住宅模擬訓練の実施 １回以上/年
（H35）

応急仮設住宅建設候補地台帳の更
新及び応急仮設住宅建設模擬訓練
の実施1回

◆県・市町村職員向け震災復興都市計画模擬訓
練の毎年度実施

模擬訓練の実施

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】
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応急仮設住宅の供給に携わる人材を育成
するため、県、応急仮設住宅建設協力団体、
県内市町村合同で、発災後の応急仮設住宅
建設に係る情報伝達と建設戸数決定の机上
訓練を実施した。
［愛知県］

【訓練の様子】

≪応急仮設住宅に係る訓練の実施≫

【訓練の様子】

都市の復興対応力の向上を図るため、震
災復興都市計画模擬訓練を実施している。
平成２８年度は、１１月に県・市町村職

員35名が参加し、仮想の被害シナリオをも
とに震災復興都市計画に係る計画作成等を
経験する訓練を実施した。
［愛知県］

【訓練の様子】 【訓練の様子】

≪震災復興都市計画に係る模擬訓練の実施≫
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防災教育指導者研修会

○講義 「学校防災の理論と実践」

講師 愛知工業大学地域防災研究センター 小池則満教授

・小中学校で取り組んだ具体的な事例に基づく実践的な防災教育のあり方について

○伝達講習 「大川小学校事故の教訓～学校防災における危機管理対応～」

講師 平成27年度健康教育指導者養成研修（学校安全コース）参加者

○講義 「防災気象情報の利活用について」

講師 気象庁名古屋地方気象台

○実践発表 「児童生徒の実態や地域特性に即した学校防災の取組」

発表校 清須市立西枇杷島中学校 豊田市立豊田特別支援学校

・愛知県学校安全優良校による先進的な取組について

［愛知県］

【広域ボランティア支援本部の開設訓練】 【防災・減災カレッジ】

「防災のための愛知県ボランティア
連絡会」の会員を中心として、毎年
総合防災訓練に併せて広域ボラン
ティア支援本部の運用訓練を実施
通信が途絶した場合を想定し、総合
防災訓練の会場を含む県内外との無
線通信を活用した訓練などを実施
［愛知県］

地域の産学民及び行政が連携、協働し
て防災人材を育成する「防災・減災カ
レッジ（防災人材育成研修）」を実施
災害と防災の知識を広く学びたい方や
企業防災を担う方、地域防災の担い手
を目指したい方など、どなたでも受講
可能
［愛知県］

【防災教育指導研修会】

≪防災教育指導研修会の実施≫

≪防災ボランティア団体・NPOとの連携の促進≫
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大規模自然災害の発生に備え、産学官で戦略的に愛知・名古屋
の強靱化を推進するため、平成29年6月1日に、名古屋大学及
び名古屋市と共同で、あいち・なごや強靱化共創センターを設
置
［愛知県］

【あいち・なごや強靱化共創センター開所式】
（H29.7.5）

≪産学官連携による防災人材の育成≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
8－５ 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【事前に備えるべき目標】
（8）大規模自然災害発生後であっても、人口や企業の流出を回避し、地域社会・経済が迅速に再建・回復

できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】

（浸水等の被害軽減に資する対策の推進）

（地盤沈下対策の推進）

（ゼロメートル地帯等の河川・海岸堤防等の耐震化等の推進）

（湛水からの復旧の調整・検討）

（地籍整備の促進）

重要業績指標（KPI） H28実績

◆地籍整備の推進：全市町村（H35）

・地籍調査 9市町
・都市部官民境界基本調査 3市
・地籍整備に向けた講習会・研修
会の開催

【主な重要業績指標】

２．主な進捗状況

【主な取組】

45

【地籍整備の促進】

≪地籍整備の促進≫

大規模自然災害の発生に備え、被災後の道路・河川の復旧・復
興や住宅の建て替えや移転などを迅速に進めるため、市町村が
進める土地所有者・土地境界の確認作業、世界測地系の座標値
を持った測量図面の作成作業の支援を実施
［愛知県］
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排水機場・水門等の河川管理施設は、その多くが伊勢湾台風復興で復旧・新設されている
ため、設置後４０年以上が経過し老朽化が進んでいる施設が多い。
そこで大規模自然災害発生時に必要な機能が確実に発揮されるよう、メンテナンスサイク

ルの構築や予防保全型の維持管理を導入した長寿命化計画を策定し、計画的な更新・整備を
実施している。
平成２８年度は、長寿命化計画に基づく施設整備として、ゼロメートル地帯に位置する蟹

江川水門の扉体塗装等を実施した。
［愛知県］

【蟹江川水門（対策前）】

≪河川管理施設の長寿命化対策≫

【蟹江川水門（対策後）】


